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今こそブレイクスルー！
すべての労働者の処遇改善と働き方の見直し！

冒頭、中山会長は挨拶で、「2019闘争は、賃
金の『上げ幅』のみならず、『賃金の水準』を追
及する闘争を強化し、賃上げの拡がりと働き方
の見直しを同時に推し進め、経済の自立的成長、
包摂的な社会の構築人的投資の促進、ディーセ
ントワークの実現をめざしていく。労使が職場の課
題にしっかりと向き合い取り組むことで社会全体
を豊かにすることが春闘の役割であり、我々労働
組合が社会・経済の構造的な問題解決をはかる

『けん引役』を果たしていこう」と述べた。
その後、根橋事務局長からの、第１号議案

「2019春季生活闘争方針（案）」の提案に際し
て、「底上げ」「底支え」「格差是正」「広がり」の4
つのキーワードからこの間の闘争の展開を振り返
り、「賃上げの流れを社会運動にしなければなら
ない。今次闘争は『水準追求の賃上げ』と同時に

『働き方』を見直す好機ととらえ、通年労使協議
とワークルール遵守の取り組みを進める」とし、連
合長野個別賃金調査41,259名の実態値を踏ま
えた10,600円以上の賃上げ水準、高卒初任給
等との均等待遇を重視した時給1,010円 の確
保、すべての労働者の立場にたった働き方の見
直しと労使協議の定例化などを柱とする方針が

提起され、全会一致にて確認された。最後は、会
場全体で中山会長による力強い団結ガンバロー
を三唱し、2019春季生活闘争がスタートした。

－質疑要望－
《小山地方委員（自治労）》

2019春季生活闘争におい
ては、労使関係の確立、賃金
労働条件の改善、会計年度
任用職員制度の確立、時間
外労働の上限規制の条例化
などを要求し、春闘を闘争のスタートと位置付け、
通年の取り組みとしていく。公務職場、地場・民間
労組の取り組みが双方にプラスになるよう、公務
職場も民間労組とともに、連合長野に集う仲間と
して一体となった取り組みを展開していきたい。
《竹村特別地方委員（飯田地協）》

2019春季生活闘争は、
賃金の上げ幅のみならず、
賃金の水準を追及する闘争
であり、1年目である今年の取
り組みが重要となる。特に企
業規模間の格差を是正する

連合長野は、1月18日（金）、松本市勤労者福祉
センターにおいて、2019春季生活闘争方針を決定
する「第31回地方委員会」を開催した。役員・地方
委員・女性特別地方委員・地協特別地方委員など
約90名（女性参画率21.3％）の出席のもと、小島 
拓也議長（自動車総連）の進行により、活動経過
報告、地協運動方針報告、春季生活闘争方針が
提案された。複数の地方委員から、方針や闘争課

題に対する要望・意見や決意が発言されるなど、前向きで活発な議論が行われ、本格化を迎える
2019春季生活闘争に臨む決意を固めあった。



取り組みについては、目標とする賃金の水準や時期な
ど、決定すべき重要項目が多くあるため、構成組織の取
り組みとあわせ、連合長野としても中小労組に向けた
支援・サポートをお願いしたい。

《山岸地方委員（電力総連）》
組合員の生活の向上に向けた可処

分所得最大化の取り組みについて、連
合長野独自の方針として盛り込まれた
こと対して、賛成の想いであり大きく期
待をしたい。福祉事業団体との連携と

あわせ、他地方連合会の取り組み事例も参考にしなが
ら、具体的な取り組みを展開していただきたい。

－答弁－
《根橋事務局長》

民間労組の闘争結果が公務職場の労働条件や
長野県最低賃金・特定最低賃金に大きく関連してい
る。公務職場で働く皆さん、民間の職場で働く皆さん、
すべての働く皆さんの底上げに向けて、このような「つ
ながり」を意識した闘争を展開するとともに、社会にも

広く波及させるべく世論喚起も両輪で取り組んでいく。
闘争方針では、県内の賃金実態調査から策定

した水準に加えて連合本部水準など数多くの水準
を示しているが、賃金引き上げ要求の交渉力を強
化するためには、組合員・従業員の個別賃金実態
を把握・分析することが不可欠となる。産別方針と
あわせ、まずは、各企業の賃金実態と徹底的に向
き合うことをお願いしたい。中小労組支援に向けて
は、各地協での研修会や情報の開示とともに構成
組織闘争と連携した取り組みを展開していく。

県内の労働運動において、労働団体から労働金
庫・全労済に呼びかけた「可処分所得最大化運動」
を具体的に提起するのは初めての取り組みである。
賃金引上げといった入口の取り組みである春季生
活闘争と、家計の見直し・ラ
イフプラン・保障設計などの
“出を制する”生活応援運
動を両輪運動として、「働く
者の暮らしの底上げ」に向
き合っていきたい。

地方委員会終了後、連合労働法制対策局 菅村 裕子部
長 による「2019春季生活闘争方針～すべての労働者の立
場に立った働き方の見直し～」をテーマに研修会を開催した。

菅村部長からは、2019年4月施行の「働き方改革関連
法」の全体像に触れた後、労働基準法改正・同一労働
同一賃金の法の詳細とあわせ、法による整備を踏まえた
2019春季生活闘争におけるワークルールの取り組みポイン

トについて説明いただ
いた。また、外国労働
者の受入れに関して
は、日本における外国
人労働者数の推移
や実態とあわせ、新た
な在留資格「特定技

「働き方改革関連法」施行が目前！
すべての労働者の立場に立った働き方の見直しを進めよう！

～2019春季生活闘争研修会を開催～

ご講演をいただく菅村部長
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能」の創設について、労働関係法令が遵守されていない
事例などの課題にあわせ、労働組合としての留意点等を
説明をいただいた。

参加者からは、改正労働基準法の時間外労働・休日
労働協定（36協定）の特別条項の上限規制の具体例に
関する質問や、中小企業に対する対応、36協定の締結
手続き、上限規制の適用猶予業務・適用除外業務につ

いて具体的な業務の質問など、多数質問をいただいた。
2019春季生活闘争は、「底上げ・底支え」「格差是正」

と「すべての労働者の立場にたった働き方の実現」を同
時に推し進める闘争である。長時間労働を是正し、安心・
安全で働きがいのある職場環境の整備と処遇改善に向
けて、連合長野・構成組織・地域協議会・加盟単組が一
体となった取り組みを展開しよう！

連合長野中小労組支援委員会（林光彦委員長・連
合長野副会長）は、12月1日（金）、松本市勤労者福祉
センターにおいて、経営分析学習会を開催。中小企業
診断士である金丸修一氏を講師として、招き、「財務諸
表の見方と経営分析による企業評価」をテーマに、構
成組織より組合役員38名が、決算書の構造と見方や
経営分析による企業評価について学んだ。

この研修会は、春季生活闘争の要求策定および通
年の労使交渉に活用いただくため、専門知識のレベル
アップと人材育成の一環として、中小労働組合役員を
対象に毎年12月に実施している。

冒頭、林委員長のあいさつでは、「会社の経営状況
を把握・分析することは、要求策定において必須であり、
労使の信頼関係を築くこととあわせ、交渉力強化のた
めに欠かせない。企業の経営チェックも労働組合とし
て果たす役割である。連合長野としても、要求策定から
妥結まで、様々な場面において支援・サポートを行って
いきたい」とあいさつがあった。

その後、根橋事務局長より、2019闘争方針案の考
え方が報告された後、財務諸表の見方と経営分析に
ついて理解を深めた。

参加者からは、「資料も極めて分かりやすく、全く知
識がない私にも無理なく入り込めた」「要求内容を検
討するにあったってのこれからの参考としたいと思う」

「グループワーク形式で話し合いながらの演習問題だっ
たので、他の参加者の考え方を知ることができ、参考に
なった」との感想が寄せられた。

中小労組委員会主催の経営分析学習会も今年で
12回を迎えたが、労働関係法令の改正とあわせ、働く
者の環境も年々変化し、労働組合としての適切な対応
がより一層重要性を増している。

連合長野は、引き続き、中小労組支援委員会を中心
としながらも、通年を通じて、すべての労働者の労働条
件の向上、働きやすい職場環境をめざした取り組みを
展開していく。

グループワークの様子

春季生活闘争における交渉力を強化・サポート！
－第12回経営分析学習会を開催！　中小労組支援委員会－
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「人的投資の促進」「ディーセント・ワークの実現」「包摂的な社会の構築」「経済の自律的成長」をめざし 

「底上げ・底支え」「格差是正」と「すべての労働者の立場にたった働き方」の実現を同時に推し進める！	
 

賃上げ 

社会全体に賃上げを促す観点
すべての労働者の立場に立った 

「底上げ・底支え」「格差是正」の実現	
 
 月例賃金の引き上げにこだわり、賃金
引上げの流れを継続・定着し「働きの
価値に見合った水準」に引き上げる。	
 

 その足がかりを築いていく年と位置
づけ、賃金の「上げ幅」のみならず「賃
金水準」を追求する闘争を強化する。	
 

 要求については、社会全体に賃上げを
促す観点とそれぞれの産業全体の底
上げ・底支え、格差是正に寄与する取
り組みを強化する観点から、2％程度
を基準とし、定期昇給相当分を含め
4％程度とする。	
 

 働き方も含めた「サプライチェーン全
体で生み出した付加価値の適正分配」
に取り組み、取引の適正化と働きがい
のある職場実現を同時に推し進める。	
 

 県内労働者の年齢別到達水準は以下
のとおりとする。	
 
25 歳 215,000 円 
30 歳 249,000 円 
35 歳 279,000 円 
40 歳 306,000 円 

 初任給について社会水準を確保する。	
 
 連合本部参考目標値 172,500 円 
 連合長野参考目標値 166,600 円	
 

 すべての労働者の底上げ・底支えに向けては、
賃金実態の把握、到達目標水準の設定などの事
前準備を踏まえ、要求根拠を明確にし要求・交
渉していくことが不可欠。	
 

 連合長野方針は、41,259 名の県内労働者の実態
賃金を基準とした絶対額にこだわり、「格差是
正」「底上げ・底支え」をはかる観点で、連合
長野加盟組合全体平均賃金との格差拡大を解
消する水準を設定する。	
 

 連合長野賃金実態調査の 300 人未満平均賃金水
準の 2％相当額に全体賃金集計の 1 歳 1 年間差
平均との格差を上乗せした金額を賃上げ水準
目標(6,100 円）とし、賃金カーブ維持分（1 年・
1 歳間差）(4,500 円）を含め総額で 10,600 円
以上を目安に賃金引き上げを求める。	
 
＊賃金カーブ維持分 4,500 円+2％5,000 円+ 

格差是正分 1,100 円＝10,600 円	
 
 県内の実態賃金を基準とした「地域ミニマム水
準」を設定し、この個別水準をすべての働く者
が上回る取り組みを進める。	
 
＊地域ミニマム水準 

25 歳 181,000 円以上 
30 歳 197,000 円以上 
35 歳 213,000 円以上 
40 歳 222,000 円以上	
 

 「底上げ・底支え」「格差是正」と正規労働者との均等待遇の実現をはかる観点から、①時
給 1,050 円（連合本部水準）、②時給 1,010 円（連合長野水準）、③時給 930 円（長野県リビ
ングウェイジ）のいずれかを確保したうえで「働きの価値に見合った水準」を追求する。

 すべての労働組合は、企業内最低賃金を産業の公正基準を担保するにふさわしい水準で要求
し協定化をはかる。また、適用労働者の拡大をはかるとともに、特定（産業別）最低賃金の
金額改正に強く寄与することも踏まえる。	
 

 男女間賃金格差の見える化をはかり、労使で問題点を共有化し、改善に向け取り組む	
 

すべての 
労働者の立場 

に立った 
働き方の 
見直し 

 健康で働き続けられる労働時間と過労死ゼロの実現、超少子高齢化・人口減少が進むわが国
の社会構造を踏まえ、「社会生活の時間」の充実を含めワーク・ライフ・バランス社会の実
現と個々人の状況やニーズにあった働き方と処遇のあり方等の総体的な検討と協議を行う。	
 

 すべての職場におけるディーセント・ワークの実現、ワーク・ライフ・バランスの推進、コ
ンプライアンスの徹底をはかる観点から、法令遵守はもとより、法令を上回る取り組みを進
める。	
 

 性別にかかわらず人権の尊重の観点から、あらゆるハラスメント対策や差別禁止の取り組
み、仕事と生活の調和をはかるため、すべての労働者が両立支援制度を利用できる環境整備
など、雇用における男女平等の実現、均等待遇に向けた取り組みを推進する。	
 

政策・制度 
実現に向けて 

 すべての働く者の「底上げ・底支え」「格差是正」に向け「2019 年度重点政策方針」を踏ま
え政策・制度実現の取り組みを運動の両輪として推し進める。	
 

※労使協議の定期化・定例化に向けた取り組み 
 すべての労働組合は、「通年労使協議の場の設置」を確認し、働く者の立場に立った「働き方の見直し」や将
来にわたる雇用と安定した生活基盤を確保するための企業のさらなる発展に向けた取り組みを推進する。	
 

 社会・産業全体に関わる課題となっている、働き方の見直しや長時間労働の是正、法改正への対応、個々人
のニーズにあった働き方と処遇のあり方、人手不足対策、生産性向上への対応などの重要なテーマについて
は「労使専門委員会」などを組織し、十分な検討・協議を経て実効性ある取り組みにつなげる。	
 

※可処分所得最大化に向けた取り組み 
 今次闘争を起点として、クラシノソコアゲ応援団である「長野県労働金庫」「全労済長野推進本部」とともに、
「労働運動」と「生活応援運動」との連携深化による、「使えるお金を増やそうプロジェクト」を展開する。	
 

連合長野 2019 春季生活闘争方針（骨子）	
 


